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１ 令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 

 

（令和７年４月1日～令和８年３月31日） 

 

令和７年度は、次の事業を実施するものである。 

 

⑴ 安全・安定輸送の確保 

中期経営計画（令和３年度～令和７年度）に基づき、安全性の確保を使命として青い森鉄道線

目時・青森間121.9kmにおいて１日90本の列車（普通及び快速）の運行等を実施し、引き続き利

用者の利便性確保に努めるものである。 

 

⑵ 鉄道施設の保守管理事業 

指定管理者として鉄道施設の保守管理を実施基準等に基づき適切に実施し、引き続き列車の安

全運行確保に努めるものである。 

 

⑶ 広告宣伝業 

地元企業等に対し利用しやすい広告プランを提案し、広告枠の利用率の向上に努めるものであ

る。 

 

⑷ 利用促進事業等 

① 利用促進事業 

「青い森鉄道線利活用推進協議会」と連携して沿線住民のマイレール意識向上に取り組むほ

か、地域団体等との協働による駅舎等の環境整備活動やホームページによる広報、鉄道の日関

連行事等を実施する。併せて各種イベントでのＰＲを行い、青い森鉄道の利用促進を図るもの

である。 

② アテンダント配置事業 

高齢者の乗降や観光客への案内等円滑な鉄道の利用に対応するアテンダントを引き続き乗務

させ、サービスの向上に努めるものである。 

③ 駅舎活用促進事業 

地域団体等が行うイベント、駅舎利活用の取組に協力し、気軽に訪れられ、にぎわいのある

駅舎づくりを推進するものである。 

 

⑸ 新商品・サービス展開事業 

経営の基盤となる鉄道事業収入確保のための営業努力を続けるとともに、企画切符の増売の取

組や通勤・通学定期利用の更なる獲得に向けた取組を強化する。駅舎・車両等の鉄道資源及び沿

線の観光資源を積極的に活用した新しい商品やサービスを開発し、旅客運輸収入以外の収入増加

策を推進するものである。 
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２ 令 和 ６ 年 度 事 業 実 績 

 

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） 

 

令和６年度は、次の事業を実施したものである。 

 

⑴ 安全で健全な鉄道経営事業 

中期経営計画（令和３年度～令和７年度）に基づき、安全性の確保を使命として青い森鉄道線

目時・青森間121.9kmにおいて１日90本の列車（普通及び快速）を安全に運行したものである。

旅客運輸収入については、当初の計画額1,522,228,800円を下回る1,399,679,936円であり、第

三種鉄道事業者である県から線路使用料の減免措置（84,248,407 円）を受け、当期純利益

15,668,907円を計上したものである。 

 

⑵ 鉄道施設の保守管理事業 

指定管理者として鉄道施設の保守管理を実施基準等に基づき適切に実施し、列車の安全運行確

保に努めたものである。 

 

⑶ 広告宣伝業 

地元企業等に対し利用しやすい広告プランを提案し、広告枠の利用率の向上に努めたものであ

る。 

 

⑷ 利用促進事業等 

次のことを実施したことにより、青い森鉄道の利用促進を図ったものである。 

① 「青い森鉄道線利活用推進協議会」と連携して沿線住民のマイレール意識向上に取り組んだ

ほか、地域団体等との協働による駅舎等の環境整備活動やホームページによる広報等を実施し

たものである。 

② 高齢者の乗降や観光客への案内等円滑な鉄道の利用に対応するアテンダントを引き続き乗務

させ、サービスの向上に努めたものである。 

③ 地域団体等が行う各種イベントと連携するなど、にぎわいのある駅舎づくりを推進したもの

である。 

 

⑸ 新商品・サービス展開事業 

経営の基盤となる鉄道事業収入確保のため、定期券出張販売やリーフレットの配布等により通

勤・通学定期利用の更なる獲得に努め、沿線の祭りやイベントに合わせた臨時列車の運行、一部

企画切符のリニューアルを行うなど、旅客運輸収入の増加を推進した。また、新規オリジナルグ

ッズの発売や県内外の鉄道イベント出店等による積極的な増売に加え、特別快速「青鉄全線完全

走破号」をはじめとした鉄道ファン向けツアー商品を企画・催行するなど、旅客運輸収入以外の

収入の増加に努めたものである。 
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金　　　額 金　　　額

( 資 産 の 部 ) （ )

4,105,590,682 1,980,247,234

3,362,662,489 70,918,657

83,277,755 1,702,714,728

554,815,464 40,273,300

8,568,548 13,229,400

48,222,904 21,929,650

30,132,847 26,693

17,633,900 4,610,049

276,775 61,984,930

64,559,827

1,372,128,544

586,994,846 728,871,499

113,921,789 142,557,364

1,693,909 473,075,135

669,518,000 8,460,000

繰 延 税 金 資 産 67,218,000 104,779,000

出 資 金 100,000 2,709,118,733

保 証 金 2,200,000

投 資 有 価 証 券 300,000,000 ( )

長 期 預 金 300,000,000 2,768,600,493

2,900,000,000

△ 131,399,507

△ 131,399,507

2,768,600,493

5,477,719,226 5,477,719,226

貯 蔵 品

未 収 運 賃

特 別 修 繕 引 当 金

前 受 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

前 受 運 賃

 
（令和７年３月31日現在）

鉄 道 事 業 固 定 資 産

指定管理事業固定資産

その他の事業固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産

未 払 法 人 税 等

未 収 還 付 消 費 税 等

商 品

前 払 費 用

利 益 剰 余 金

資 本 金

負 債 純 資 産 合 計

株 主 資 本

純 資 産 の 部

未 収 金

預 り 連 絡 運 賃

固 定 資 産

そ の 他 流 動 資 産

リ ー ス 債 務

３　令和６年度決算報告書

⑴　貸　借　対　照　表

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

負 債 の 部

（単位　円）

科　　　　目科　　　　　目

流 動 負 債

未 払 金

リ ー ス 債 務

〔〔７〕〕

未 払 消 費 税 等

預 り 金

負 債 合 計

資 産 合 計

役員退職慰労引当金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計



.

2,403,206,683

2,370,214,353

32,992,330

4,906,673,543

4,904,308,174

2,365,369

47,366,897

32,003,849

15,363,048

50,720,747

2,320,611

199,411,299 201,731,910

5,388,638

43,194

194,831,847 200,263,679

52,188,978

52,188,978

47,543,071

△ 11,023,000 36,520,071

15,668,907

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 の 事 業

営 業 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

（単位　円）

⑵　損　益　計　算　書

（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

指 定 管 理 事 業

営 業 費

金　　　　　　　額

鉄 道 事 業

科　　　　　　　目

営 業 収 益

営 業 費

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

〔〔８〕〕

営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 費 用

商 品 廃 棄 損

支 払 利 息

雑 収 入

営 業 利 益

経 常 利 益

雑 損 失



(単位　円)

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2,900,000,000 △ 147,068,414 2,752,931,586 2,752,931,586

当 期 純 利 益 15,668,907 15,668,907 15,668,907

15,668,907 15,668,907 15,668,907

2,900,000,000 △ 131,399,507 2,768,600,493 2,768,600,493

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

〔〔９〕〕

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高

資　　本　　金

（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

株 主 資 本
合 計

⑶  株主資本等変動計算書

当 期 変 動 額



⑷ 個 別 注 記 表 

 

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） 

 

 

１ 重要な会計方針に関する注記 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品及び貯蔵品  最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げ方法により算定） 

⑶ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    建物及び車両（リース資産を除く）     法人税法の規定に基づく定額法 

    建物及び車両以外（リース資産を除く）   法人税法の規定に基づく定率法 

    リース資産                法人税法の規定に基づくリース期間定額法 

     所有権移転外ファイナンス・リース 

     取引（リース物件の所有権が借主に 

     移転すると認められるもの以外のフ 

     ァイナンス・リース取引をいう。） 

     に係る資産 

   無形固定資産 

    ソフトウェア                         法人税法の規定に基づく定額法 

⑷ 引当金の計上基準 

   賞 与 引 当 金  将来の支給見込額のうち当期負担額を計上 

   退職給付引当金  自己都合による期末退職給与要支給額を計上 

   役員退職慰労引当金  期末役員退職慰労金要支給見込額を計上 

   特別修繕引当金  鉄道車両の定期修繕費用見込額のうち当期対応額を計上 

⑸ 収益及び費用の計上基準 

   当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該 

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりである。 

「鉄道事業」   鉄道による旅客運送（第２種鉄道事業） 
「指定管理事業」 青森県より指定管理者として指定を受けて行う鉄道施設の保守管理 
「その他の事業」 旅行業、駅構内の利活用スペースの使用許可等業務、売店（モーリーズカフェ）

の運営、物品販売 
   サービスの提供については役務提供完了時点、商品の販売については顧客に商品を引き渡した時点で

履行義務が充足されると判断し、収益を認識 

⑹ 消費税等の会計処理 

   税抜方式 
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２ 会計上の見積りに関する注記 

  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりである。 
  繰延税金資産  67,218,000円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 2,616,436,827円 

⑵ 鉄道事業固定資産  

 有形固定資産 581,163,825円 

  建  物 102,078円 

  機械装置 583,919円 

  車  両 491,478,762円 

  工具器具備品 19,287,762円 

  リース資産 69,711,304円 

 無形固定資産 5,831,021円 

 計   586,994,846円 

⑶ 指定管理事業固定資産  

 有形固定資産 113,921,789円 

  リース資産 113,921,789円 

 計   113,921,789円 

⑷ その他の事業固定資産  

 有形固定資産 1,693,909円 

  建  物 1,693,906円 

  工具器具備品 3円 

 計   1,693,909円 

 

４ 損益計算書に関する注記 

⑴ 雑収入  

  電気料金過年度精算（注１） 194,822,254円 

  損害保険金受取  （注２） 3,268,686円 

  その他 1,320,359円 

 計   199,411,299円 

⑵ 雑損失  

  電気料金過年度精算（注１） 194,822,254円 

  その他 9,593円 

 計   194,831,847円 

（注１）平成22年度から令和５年度までの電気料金の誤徴収による未請求額を精算したものである。 

（注２）703系車両の自動車追突事故に係る損害保険金を受け取ったものである。 

 

５ 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の数   普通株式   57,000株 

優先株式    1,000株 

計     58,000株 
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６ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の原因は以下のとおりである。 

 

減価償却超過額        5,680,580円 

一括償却資産         1,343,546円 

賞与引当金          19,664,923円 

未払事業税          4,960,289円 

貯蔵品            10,018,183円 

退職給付引当金       146,675,602円 

特別修繕引当金        31,915,683円 

小計             220,258,806円 

評価性引当金       △ 153,040,806円 

繰延税金資産合計        67,218,000円 

 

７ 金融商品に関する注記 

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

資産運用については、短期的な預金を中心に、長期でも５年以内の期間で安全性が高く元本回収

性が確実なものとしている。 

資金調達については、その予定はない。 

⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

令和７年３月31日における金融商品の時価等                 （単位 円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金預金 3,362,662,489 3,362,662,489 － 

未収運賃 83,277,755 83,277,755 － 

未収金 554,815,464 554,815,464 － 

投資有価証券 

（満期保有目的の債券） 

300,000,000 

 

295,890,000 

 

△ 4,110,000 

 

長期預金 300,000,000 297,393,242 △ 2,606,758 

資産計 4,600,755,708 4,594,038,950 △ 6,716,758 

未払金 1,702,714,728 1,702,714,728 － 

前受運賃 61,984,930 61,984,930 － 

リース債務（短期及び長期） 213,476,021 208,372,102 △ 5,103,919 

負債計 1,978,175,679 1,973,071,760 △ 5,103,919 

（注）現金預金、未収運賃、未収金、未払金及び前受運賃の時価の算定は、帳簿価額による。 

投資有価証券及び長期預金の時価の算定は、取引金融機関から提示された価額による。 

リース債務の時価の算定は、元利金の合計額を資本還元率によって割り引く方法による。 
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８ 関連当事者との取引に関する注記 

属性 名 称 
議決権の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注３） 

期末残高 

科目 
金額 

（注３） 

主要 

株主 

青森県

（注１） 

直接 

68.8％ 

当社路線線

路、本社屋、

駅及び設備

管理所並び

に各所設備

の所有、保

守管理 

当社路線線

路、本社屋、

駅及び設備

管理所並び

に各所設備

の使用 

504,786,083円 未払金 555,337,729円 

指定管理者

制度に基づ

く青森県が

所有する当

社路線線路

の保守管理 

4,906,673,543円 

 

未払金 

（注２） 

74,900,572円 

（注１）取締役舩木久義氏は青森県交通・地域社会部長、奥田昌範氏は青森県交通・地域社会部次長

である。 

（注２）指定管理者契約に基づき、当事業年度の実績により受領済みの委託料の一部を返還すること

になっている。 

（注３）取引金額には、消費税を含まない。期末残高には、消費税を含む。 

 

９ １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    47,734円49銭 

１株当たり当期純利益      270円15銭 

 

10 収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報は、「１ 重要な会計方針に関する注記 ⑸ 収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりである。 
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